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(57)【要約】
　ワイヤレス電力送信機は、1つまたは複数の受信機デ
バイスに充電電力をワイヤレス結合するための磁場を生
成するように構成された電力送信コイルであり、磁場が
、充電領域を画定するエリアにわたる磁場分布を有する
、電力送信コイルと、磁場分布を変更するために、電力
送信コイルによって生成された磁場を変更するように構
成された回路と、回路に動作可能に結合されたコントロ
ーラであり、1つまたは複数の受信機デバイスの検出さ
れた特性に応答して磁場分布を変更するように回路を制
御するように構成された、コントローラとを含む。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ワイヤレス電力送信機であって、
　1つまたは複数の受信機デバイスに充電電力をワイヤレス結合するための磁場を生成す
るように構成された電力送信コイルであり、前記磁場が、充電領域を画定するエリアにわ
たる磁場分布を有する、電力送信コイルと、
　前記磁場分布を変更するために、前記電力送信コイルによって生成された前記磁場を変
更するように構成された回路と、
　前記回路に動作可能に結合されたコントローラであり、前記1つまたは複数の受信機デ
バイスの検出された特性に応答して前記磁場分布を変更するように前記回路を制御するよ
うに構成された、コントローラと
　を含むワイヤレス電力送信機。
【請求項２】
　前記コントローラは、前記磁場分布が、前記回路が非アクティブであるときの磁場分布
よりも不均一であるように、前記検出された特性に応答して前記充電エリアの少なくとも
一部分内の前記磁場分布を変更するために、前記磁場を選択的に増幅するように前記回路
を制御するように構成される、請求項1に記載のワイヤレス電力送信機。
【請求項３】
　前記回路が共振回路として動作するように構成される、請求項2に記載のワイヤレス電
力送信機。
【請求項４】
　前記コントローラは、前記磁場分布が、前記回路が非アクティブであるときの磁場分布
よりも均一であるように、前記検出された特性に応答して前記充電エリアの少なくとも一
部分内の前記磁場分布を変更するために、前記磁場を選択的に減衰させるように前記回路
を制御するように構成される、請求項1に記載のワイヤレス電力送信機。
【請求項５】
　前記回路が短絡回路として動作するように構成される、請求項4に記載のワイヤレス電
力送信機。
【請求項６】
　前記磁場分布が、前記充電領域にわたって実質的に一定であり、前記コントローラが、
前記検出された特性に応答して前記磁場分布を変更するために、前記磁場を選択的に増幅
する、および前記磁場を選択的に減衰させる、のうちの一方を行うように前記回路を制御
するように構成される、請求項1に記載のワイヤレス電力送信機。
【請求項７】
　前記電力送信コイルが、複数のコイルセグメントを備え、前記回路が、前記電力送信コ
イルの前記複数のコイルセグメントのうちの1つに隣接して配置される、請求項1に記載の
ワイヤレス電力送信機。
【請求項８】
　前記電力送信コイルが、複数のコイルセグメントを備え、前記回路が、前記電力送信コ
イルの前記複数のコイルセグメントのうちの1つに接続される、請求項1に記載のワイヤレ
ス電力送信機。
【請求項９】
　前記電力送信コイルが、前記電力送信コイルの周囲に配置された第1のアンテナコイル
セグメントおよび第2のアンテナコイルセグメントと、前記電力送信コイルの中央に配置
された第3のアンテナコイルセグメントとを有する複数のアンテナコイルセグメントを含
み、前記回路が、前記第3のアンテナコイルセグメントに接続されている、請求項1に記載
のワイヤレス電力送信機。
【請求項１０】
　前記第3のアンテナコイルセグメントに接続された前記回路が、前記電力送信コイルの
中央に向かって前記磁場を選択的に増幅するように構成される、請求項9に記載のワイヤ
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レス電力送信機。
【請求項１１】
　前記第3のアンテナコイルセグメントに接続された前記回路が、前記電力送信コイルの
中央に向かって前記磁場を選択的に減衰させるように構成される、請求項9に記載のワイ
ヤレス電力送信機。
【請求項１２】
　1つまたは複数の受信機デバイスをワイヤレス充電または電力供給するための充電領域
を画定するエリアにわたる磁場分布を有する磁場を生成するためのデバイスであって、
　前記デバイスによって生成された前記磁場を介して充電電力をワイヤレス結合する量ま
たは効率を示す1つまたは複数の受信機デバイスの特性を検出するための手段と、
　前記検出手段に応答して前記充電領域内の前記磁場分布を変更するために前記磁場を変
更するための手段と
　を含むデバイス。
【請求項１３】
　前記磁場を変更するための前記手段は、前記磁場分布が、前記磁場を変更するための前
記手段がアクティブ化されていないときの磁場分布よりも不均一であるように、前記充電
エリアの少なくとも一部分内の前記磁場を選択的に増幅するための手段をさらに含む、請
求項12に記載のデバイス。
【請求項１４】
　前記磁場の近傍で共振回路を動作させるための手段をさらに含む請求項13に記載のデバ
イス。
【請求項１５】
　前記磁場を変更するための前記手段は、前記磁場分布が、前記磁場を変更するための前
記手段がアクティブ化されていないときの磁場分布よりも均一であるように、前記充電エ
リアの少なくとも一部分内の前記磁場を選択的に減衰させるための手段をさらに含む、請
求項12に記載のデバイス。
【請求項１６】
　前記磁場の近傍で短絡回路を動作させるための手段をさらに含む請求項15に記載のデバ
イス。
【請求項１７】
　1つまたは複数の受信機デバイスをワイヤレス充電または電力供給するための充電領域
を画定するエリアにわたる磁場分布を有する磁場を生成するように構成されたワイヤレス
電力送信機装置を動作させる方法であって、
　前記ワイヤレス電力送信機装置によって生成された前記磁場を介して充電電力をワイヤ
レス結合する量または効率を示す1つまたは複数の受信機デバイスの特性を検出するステ
ップと、
　前記特性を検出したことに応答して前記充電領域内の前記磁場分布を変更するために前
記磁場を変更するステップと
　を含む方法。
【請求項１８】
　前記方法は、前記磁場分布が、前記磁場が変更されないときの磁場分布よりも不均一で
あるように、前記1つまたは複数の受信機デバイスの特性に応じて前記充電エリアの少な
くとも一部分内の前記磁場を選択的に増幅するステップをさらに含む、請求項17に記載の
方法。
【請求項１９】
　前記磁場を変更するステップが、前記磁場の近傍で共振回路を動作させるステップをさ
らに含む、請求項18に記載の方法。
【請求項２０】
　前記方法は、前記磁場分布が、前記磁場が変更されないときの磁場分布よりも均一であ
るように、前記1つまたは複数の受信機デバイスの特性に応じて前記充電エリアの少なく
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とも一部分内の前記磁場を選択的に減衰させるステップをさらに含む、請求項17に記載の
方法。
【請求項２１】
　前記磁場を変更するステップが、前記磁場の近傍で短絡回路を動作させるステップをさ
らに含む、請求項20に記載の方法。
【請求項２２】
　前記方法は、前記磁場分布が、前記磁場が変更されないときの磁場分布とは異なるよう
に、前記1つまたは複数の受信機デバイスの特性に応じて前記充電エリアの少なくとも一
部分内の前記磁場を選択的に増幅するか、または前記磁場を選択的に減衰させるステップ
をさらに含む、請求項17に記載の方法。
【請求項２３】
　前記磁場分布を変更するために前記磁場を変更するステップが、第1の磁場分布に対応
する前記磁場を変更するステップ、または前記第1の磁場分布とは異なる第2の磁場分布に
対応する前記磁場を変更するステップを含む、請求項17に記載の方法。
【請求項２４】
　前記第1の磁場分布が、前記充電領域にわたる実質的に均一な場の分布に対応する、請
求項23に記載の方法。
【請求項２５】
　前記第2の磁場分布が、前記充電エリアの中央部分が前記中央部分の外側の部分よりも
大きい磁場を有する分布を含む、請求項24に記載の方法。
【請求項２６】
　前記特性を検出するステップが、前記1つまたは複数の受信機デバイスからメッセージ
を受信するステップを含む、請求項17に記載の方法。
【請求項２７】
　検出される前記特性が、所与の時点で前記充電領域に存在する前記1つもしくは複数の
受信機デバイスの数、または前記1つもしくは複数の受信機デバイスによって受信された
電力の量、または前記送信機装置と前記1つもしくは複数の受信機デバイスとの間の結合
の量、または前記1つもしくは複数の受信機デバイスの電力要件、または前記1つもしくは
複数の受信機デバイス内の金属の量、または前記1つもしくは複数の受信機デバイスのサ
イズ、またはそれらの任意の組合せのうちの少なくとも1つを含む、請求項17に記載の方
法。
【請求項２８】
　ワイヤレス電力伝達のための装置であって、
　1つまたは複数の受信機デバイスを直接的または間接的に配置するために構成された表
面を有するハウジングであって、前記表面が、前記1つまたは複数の受信機デバイスをワ
イヤレス充電するための充電領域を画定する、ハウジングと、
　前記1つまたは複数の受信機デバイスに充電電力をワイヤレス結合するために、前記充
電領域内に磁場を生成するように構成された電力送信コイルであり、前記磁場が、前記充
電領域内に磁場分布を有する、電力送信コイルと、
　前記充電領域内の前記磁場分布を変更するために、前記電力送信コイルによって生成さ
れた前記磁場を変更するように構成された回路と
　を含む装置。
【請求項２９】
　前記回路が、フィールド変更コイルを含み、前記電力送信コイルによって少なくとも部
分的に囲まれている、請求項28に記載の装置。
【請求項３０】
　前記回路が、2つの異なる場の分布間で前記磁場分布を選択的に変更するように構成さ
れている、請求項29に記載の装置。
【請求項３１】
　前記2つの異なる場の分布のうちの第1の場の分布が前記充電領域にわたって実質的に均
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一であり、前記2つの異なる場の分布のうちの第2の場の分布が前記充電領域にわたって実
質的に不均一である、請求項30に記載の装置。
【請求項３２】
　実質的に不均一な前記第2の場の分布が、前記充電領域の中央部分にピークを有する、
請求項31に記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願
　本出願は、参照によりその全体が本明細書に組み込まれている、2015年5月27日に出願
された「Wireless Power Transfer Using A Field Altering Circuit」という名称の米国
仮出願第62/166,819号の利益を主張するものである。
【０００２】
　本開示は、一般に、ワイヤレス電力に関する。より詳細には、本開示は、フィールド変
更コイル(Field Altering Coil)を対象とする。
【背景技術】
【０００３】
　ますます多くの様々な電子デバイスが、充電式バッテリーを介して給電されている。そ
のようなデバイスには、モバイルフォン、携帯型音楽プレーヤ、ラップトップコンピュー
タ、タブレットコンピュータ、コンピュータ周辺デバイス、通信デバイス(たとえば、Blu
etooth(登録商標)デバイス)、デジタルカメラ、補聴器などが含まれる。バッテリー技術
は向上してきたが、バッテリー電源式電子デバイスは、より多くの電力量をますます必要
とし消費するので、頻繁に充電する必要がある。充電式デバイスは、多くの場合に、電源
に物理的に接続されるケーブルまたは他の同様のコネクタを必要とする有線接続によって
充電される。ケーブルおよび類似のコネクタは、不便で扱いにくいことがあり、他の欠点
を有する場合もある。充電式電子デバイスを充電するのに使用されることになる電力を自
由空間において伝達することができるワイヤレス充電システムは、有線式の充電ソリュー
ションの欠点の一部を克服する可能性がある。したがって、充電式電子デバイスを充電す
るための電力を効率的かつ安全に伝達するワイヤレス充電システムおよびワイヤレス充電
方法が望ましい。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　添付の特許請求の範囲内のシステム、方法およびデバイスの様々な実装形態は、それぞ
れいくつかの態様を有し、それらのうちの単一の態様が、本明細書で説明される望ましい
属性を単独で受け持つわけではない。本明細書においては、添付の特許請求の範囲を限定
することなしに、いくつかの顕著な特徴について説明する。
【０００５】
　本明細書内で説明する主題の1つまたは複数の実装形態の詳細は、添付図面および下の
説明内に記載される。他の特徴、態様、および利点は、説明、図面、および特許請求の範
囲から明らかになるであろう。以下の図面の相対的な寸法は、縮尺通りに描かれていない
場合がある点に留意されたい。
【０００６】
　本開示の一態様は、ワイヤレス電力送信機を提供し、ワイヤレス電力送信機は、1つま
たは複数の受信機デバイスに充電電力をワイヤレス結合するための磁場を生成するように
構成された電力送信コイルであり、磁場が、充電領域を画定するエリアにわたる磁場分布
を有する、電力送信コイルと、磁場分布を変更するために、電力送信コイルによって生成
された磁場を変更するように構成された回路と、回路に動作可能に結合されたコントロー
ラであり、1つまたは複数の受信機デバイスの検出された特性に応答して磁場分布を変更
するように回路を制御するように構成された、コントローラとを含む。
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【０００７】
　本開示の別の態様は、1つまたは複数の受信機デバイスをワイヤレス充電または電力供
給するための充電領域を画定するエリアにわたる磁場分布を有する磁場を生成するための
デバイスを提供し、デバイスは、ワイヤレス電力送信機装置によって生成された磁場を介
して充電電力をワイヤレス結合する量または効率を示す1つまたは複数の受信機デバイス
の特性を検出するための手段と、検出手段に応答して充電領域内の磁場分布を変更するた
めに磁場を変更するための手段とを含む。
【０００８】
　本開示の別の態様は、1つまたは複数の受信機デバイスをワイヤレス充電または電力供
給するための充電領域を画定するエリアにわたる磁場分布を有する磁場を生成するように
構成されたワイヤレス電力送信機装置を動作させる方法を提供し、方法は、ワイヤレス電
力送信機装置によって生成された磁場を介して充電電力をワイヤレス結合する量または効
率を示す1つまたは複数の受信機デバイスの特性を検出するステップと、特性を検出した
ことに応答して充電領域内の磁場分布を変更するために磁場を変更するステップとを含む
。
【０００９】
　本開示の別の態様は、ワイヤレス電力伝達のための装置を提供し、装置は、1つまたは
複数の受信機デバイスを直接的または間接的に配置するように構成された表面を有するハ
ウジングであって、表面が、1つまたは複数の受信機デバイスをワイヤレス充電するため
の充電領域を画定する、ハウジングと、1つまたは複数の受信機デバイスに充電電力をワ
イヤレス結合するために、充電領域内に磁場を生成するように構成された電力送信コイル
であり、磁場が、充電領域内に磁場分布を有する、電力送信コイルと、充電領域内の磁場
分布を変更するために、電力送信コイルによって生成された磁場を変更するように構成さ
れた回路とを含む。
【００１０】
　図では、同様の参照数字は、その他の形で示されない限り、様々な図の全体を通して同
様の部分を指す。「102a」または「102b」などの文字指定を伴う参照番号の場合、文字指
定は、同じ図に存在する2つの同様の部分または要素を区別する場合がある。参照番号の
文字指定は、参照番号が、すべての図において同じ参照番号を有するすべての部分を包含
することが意図される場合には、省略される場合がある。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の例示的な実施形態による、例示的なワイヤレス電力伝達システムの機能
ブロック図である。
【図２】本発明の様々な例示的な実施形態による、図1のワイヤレス電力伝達システムに
おいて使用され得る例示的な構成要素の機能ブロック図である。
【図３】本発明の例示的な実施形態による、送信アンテナまたは受信アンテナを含む、図
2の送信回路または受信回路の一部分の概略図である。
【図４】本発明の例示的な実施形態による、図1のワイヤレス電力伝達システムにおいて
使用され得る送信機の機能ブロック図である。
【図５】本発明の例示的な実施形態による、図1のワイヤレス電力伝達システムにおいて
使用され得る受信機の機能ブロック図である。
【図６】図4の送信回路において使用される場合がある送信回路の一部の概略図である。
【図７Ａ】平坦なH場を有する送信アンテナの場の分布を示す図である。
【図７Ｂ】ピークを有するH場を有する送信アンテナの場の分布を示す図である。
【図８】ワイヤレス充電面上にある例示的な受信機を示す概略図である。
【図９Ａ】フィールドコンセントレータ回路であるフィールド変更回路を組み込んだワイ
ヤレス電力伝達アンテナの実施形態を示す図である。
【図９Ｂ】フィールドコンセントレータ回路であるフィールド変更回路を組み込んだワイ
ヤレス電力伝達アンテナの実施形態を示す図である。
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【図９Ｃ】フィールドコンセントレータ回路であるフィールド変更回路を組み込んだワイ
ヤレス電力伝達アンテナの実施形態を示す図である。
【図９Ｄ】フィールドコンセントレータ回路であるフィールド変更回路を組み込んだワイ
ヤレス電力伝達アンテナの実施形態を示す図である。
【図１０Ａ】フィールド減衰器回路であるフィールド変更回路を組み込んだワイヤレス電
力伝達アンテナの実施形態を示す図である。
【図１０Ｂ】フィールド減衰器回路であるフィールド変更回路を組み込んだワイヤレス電
力伝達アンテナの実施形態を示す図である。
【図１０Ｃ】フィールド減衰器回路であるフィールド変更回路を組み込んだワイヤレス電
力伝達アンテナの実施形態を示す図である。
【図１０Ｄ】フィールド減衰器回路であるフィールド変更回路を組み込んだワイヤレス電
力伝達アンテナの実施形態を示す図である。
【図１１Ａ】フィールドコンセントレータ回路またはフィールド減衰器回路とすることが
できるフィールド変更回路を組み込んだワイヤレス電力伝達アンテナの代替実施形態を示
す図である。
【図１１Ｂ】フィールドコンセントレータ回路またはフィールド減衰器回路とすることが
できるフィールド変更回路を組み込んだワイヤレス電力伝達アンテナの代替実施形態を示
す図である。
【図１１Ｃ】フィールドコンセントレータ回路またはフィールド減衰器回路とすることが
できるフィールド変更回路を組み込んだワイヤレス電力伝達アンテナの代替実施形態を示
す図である。
【図１１Ｄ】フィールドコンセントレータ回路またはフィールド減衰器回路とすることが
できるフィールド変更回路を組み込んだワイヤレス電力伝達アンテナの代替実施形態を示
す図である。
【図１１Ｅ】フィールドコンセントレータ回路またはフィールド減衰器回路とすることが
できるフィールド変更回路を組み込んだワイヤレス電力伝達アンテナの代替実施形態を示
す図である。
【図１２Ａ】フィールドコンセントレータ回路とすることができるフィールド変更回路を
組み込んだワイヤレス電力伝達アンテナの代替実施形態を示す図である。
【図１２Ｂ】フィールドコンセントレータ回路とすることができるフィールド変更回路を
組み込んだワイヤレス電力伝達アンテナの代替実施形態を示す図である。
【図１２Ｃ】フィールドコンセントレータ回路とすることができるフィールド変更回路を
組み込んだワイヤレス電力伝達アンテナの代替実施形態を示す図である。
【図１２Ｄ】フィールドコンセントレータ回路とすることができるフィールド変更回路を
組み込んだワイヤレス電力伝達アンテナの代替実施形態を示す図である。
【図１３Ａ】フィールド減衰器回路とすることができるフィールド変更回路を組み込んだ
ワイヤレス電力伝達アンテナの代替実施形態を示す図である。
【図１３Ｂ】フィールド減衰器回路とすることができるフィールド変更回路を組み込んだ
ワイヤレス電力伝達アンテナの代替実施形態を示す図である。
【図１３Ｃ】フィールド減衰器回路とすることができるフィールド変更回路を組み込んだ
ワイヤレス電力伝達アンテナの代替実施形態を示す図である。
【図１３Ｄ】フィールド減衰器回路とすることができるフィールド変更回路を組み込んだ
ワイヤレス電力伝達アンテナの代替実施形態を示す図である。
【図１４】ワイヤレス充電場を変更するための方法の例示的な実施形態を示すフローチャ
ートである。
【図１５】ワイヤレス充電場を変更するための装置の機能ブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　図面に示す様々な特徴は、一定の縮尺で描かれていないことがある。したがって、様々
な特徴の寸法は、明快のために任意に拡大または縮小され得る。さらに、図面のいくつか
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は、所与のシステム、方法、またはデバイスの構成要素のすべてを示さないことがある。
最後に、同様の参照番号が、明細書および図面全体にわたって同様の特徴を表すために使
用され得る。
【００１３】
　以下で添付図に関連して記載される詳細な説明は、本発明の例示的実施形態の説明とし
て意図されており、本発明が実践され得る唯一の実施形態を表すようには意図されていな
い。本説明全体にわたって使用される「例示的」という用語は、「一例、実例、または例
示としての役割を果たす」ことを意味し、必ずしも、他の例示的な実施形態よりも好まし
いまたは有利であると解釈されるべきではない。詳細に記載される説明は、本発明の例示
的な実施形態の完全な理解を与えるための特定の詳細を含んでいる。場合によっては、い
くつかのデバイスがブロック図の形式で示される。
【００１４】
　本明細書では、「アプリケーション」という用語はまた、オブジェクトコード、スクリ
プト、バイトコード、マークアップ言語ファイル、およびパッチなどの実行可能なコンテ
ンツを有するファイルを含む場合がある。さらに、本明細書において言及される「アプリ
ケーション」は、開かれる必要がある場合がある文書、またはアクセスされる必要がある
他のデータファイルなどの、本質的に実行可能でないファイルを含む場合もある。
【００１５】
　本明細書で使用する場合、「構成要素」、「データベース」、「モジュール」、「シス
テム」などの用語は、ハードウェア、ファームウェア、ハードウェアとソフトウェアとの
組合せ、ソフトウェア、または実行中のソフトウェアのいずれかのコンピュータ関連エン
ティティを指すことが意図される。たとえば、構成要素は、限定はしないが、プロセッサ
上で実行されるプロセス、プロセッサ、オブジェクト、実行可能ファイル、実行スレッド
、プログラム、および/またはコンピュータであってもよい。例として、コンピューティ
ングデバイス上で実行されるアプリケーションとコンピューティングデバイスの両方が構
成要素であってもよい。1つまたは複数の構成要素は、プロセスおよび/または実行のスレ
ッド内に存在してもよく、構成要素は、1つのコンピュータ上に局在化されてもよく、お
よび/または2つ以上のコンピュータ間に分散されてもよい。さらに、これらの構成要素は
、種々のデータ構造をその中に記憶した種々のコンピュータ可読媒体から実行することが
できる。構成要素は、1つまたは複数のデータパケット(たとえば、ローカルシステム、分
散システム内の別の構成要素と、かつ/またはインターネットなどのネットワークを介し
て、信号により他のシステムと対話する1つの構成要素からのデータなど)を有する信号に
よるなど、ローカルおよび/または遠隔のプロセスにより通信することができる。
【００１６】
　電力をワイヤレス伝達することは、物理的な電気導体を使用せずに、電場、磁場、電磁
場などと関連付けられる任意の形態のエネルギーを送信機から受信機に伝達する(たとえ
ば、電力は、自由空間を通じて伝達され得る)ことを指し得る。電力伝達を達成するため
に、ワイヤレス場(たとえば、磁場)内に出力された電力は、「受信アンテナ」によって受
信されるか、取り込まれるか、または結合される場合がある。
【００１７】
　あるタイプの充電場の分布が別のタイプの充電場の分布よりも好ましくなるようにする
属性を有する可能性がある様々なデバイスをワイヤレス充電することができるワイヤレス
充電器を有することが望ましい。たとえば、あるデバイスは、平坦な充電場の分布からワ
イヤレスに電力を受信するようにより良く適合され、別のデバイスは、ピーク充電場の分
布からワイヤレスに電力を受信するようにより良く適合され得る。
【００１８】
　図1は、本発明の例示的な実施形態による、例示的なワイヤレス電力伝達システム100の
機能ブロック図である。エネルギー伝達を実現するように場105(たとえば、磁気または電
磁気の種)を発生させるために、電源(図示せず)から送信機104に入力電力102を供給して
もよい。受信機108は、場105に結合し、出力電力110に結合されたデバイス(図示せず)が
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蓄積または消費するための出力電力110を生成することができる。送信機104と受信機108
の両方は、距離112だけ分離される。例示的な一実施形態では、送信機104および受信機10
8は、相互共振関係に従って構成される。受信機108の共振周波数と送信機104の共振周波
数とがほぼ同じであり、または非常に近いとき、送信機104と受信機108との間の伝送損失
が低減される。したがって、大型コイルが極めて近い(たとえば、ミリメートル)ことが必
要である可能性がある純粋に誘導性の解決策とは対照的に、より大きい距離にわたる、ワ
イヤレス電力伝達を可能にすることができる。したがって、共振誘導結合技法は、様々な
距離にわたり、様々な誘導コイル構成を用いて、改善された効率および給電を可能にする
ことができる。
【００１９】
　受信機108は、送信機104によって生成されたエネルギー場105内に位置する際に電力を
受信し得る。場105は、送信機104によって出力されたエネルギーが受信機108によって捕
捉され得る領域に相当する。場合によっては、場105は、以下でさらに説明するように、
送信機104の「近接場」に相当し得る。送信機104は、エネルギー伝送を出力するための送
信アンテナ114(本明細書ではコイルとも呼ばれ得る)を含む場合がある。受信機108は、エ
ネルギー伝送からエネルギーを受信するか、または捕捉するための受信アンテナ118(本明
細書ではコイルとも呼ばれ得る)をさらに含む。近接場は、送信アンテナ114から電力を最
小限に放出する、送信アンテナ114内の電流および電荷から生じる強い反応場(reactive f
ield)が存在する領域に相当し得る。場合によっては、近接場は、送信アンテナ114の約1
波長(または1波長の数分の一)内にある領域に相当し得る。
【００２０】
　したがって、上記により、より特定の実施形態によれば、送信機104は、送信アンテナ1
14の共振周波数に相当する周波数を有する時変磁場105を出力するように構成され得る。
受信機が場105内にあるとき、時変磁場は、受信アンテナ118に電流を流す電圧を受信アン
テナ118内に誘導することができる。上記のように、受信アンテナ118が送信アンテナ114
の周波数において共振するように構成される場合には、エネルギーを効率的に伝達するこ
とができる。受信アンテナ118内に誘導されたAC信号を上記のように整流して、負荷を充
電するか、または負荷に電力を供給するために与えることができるDC信号を生成すること
ができる。
【００２１】
　図2は、本発明の様々な例示的な実施形態による、図1のワイヤレス電力伝達システム10
0において使用され得る例示的な構成要素を含むワイヤレス電力伝達システム200の機能ブ
ロック図である。送信機204は、発振器222、ドライバ回路224、およびフィルタ/整合回路
226を含み得る、送信回路206を含むことができる。発振器222は、周波数制御信号223に応
答して調整され得る、468.75KHz、6.78MHz、または13.56MHzなどの所望の周波数の信号を
生成するように構成され得る。発振器信号は、たとえば送信アンテナ214の共振周波数に
おいて送信アンテナ214を駆動するように構成されたドライバ回路224に提供され得る。ド
ライバ回路224は、発振器222から方形波を受信し、正弦波を出力するように構成されたス
イッチング増幅器であり得る。たとえば、ドライバ回路224は、E級増幅器であり得る。フ
ィルタ/整合回路226は、高調波または他の不要な周波数をフィルタ除去し、送信機204の
インピーダンスを送信アンテナ214のインピーダンスに整合させるために含まれる場合も
ある。送信アンテナ214を駆動した結果として、送信機204は、電子デバイスを充電または
給電するのに十分なレベルで電力をワイヤレスで出力し得る。一例として、供給される電
力は、様々な電力要件を有する様々なデバイスに給電または充電するために、たとえば、
300ミリワットから5ワットまたは5ワットから40ワット程度であり得る。より高いまたは
低い電力レベルが供給される場合もある。
【００２２】
　受信機208は、整合回路232と、図2に示すバッテリー236を充電するかまたは受信機208
に結合されたデバイス(図示せず)に給電するためにAC電力入力からDC電力出力を生成する
ための整流器/スイッチング回路234とを含み得る、受信回路210を含むことができる。整
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合回路232は、受信回路210のインピーダンスを受信アンテナ218のインピーダンスに整合
させるために含まれる場合がある。加えて、受信機208と送信機204は、別々の通信チャネ
ル219(たとえば、Bluetooth(登録商標)、zigbee、セルラーなど)上で通信し得る。代替的
には、受信機208および送信機204は、ワイヤレス場205の特性を使用して帯域内シグナリ
ングを介して通信することができる。
【００２３】
　受信機208は、選択的に無効にできる関連する負荷(たとえば、バッテリー236)を最初に
有する場合があり、送信機204によって送信され、受信機208によって受信される電力量が
、バッテリー236を充電するために適切であるかどうかを判定するように構成されてもよ
い。さらに、受信機208は、電力の量が適切であると判断すると、負荷(たとえば、バッテ
リー236)を有効にするように構成され得る。
【００２４】
　図3は、本発明の例示的な実施形態による、送信アンテナまたは受信アンテナ352を含む
、図2の送信回路206または受信回路210の一部分の概略図である。図3に示すように、以下
で説明するものを含む例示的な実施形態において使用される送信回路または受信回路350
は、アンテナ352を含むことができる。アンテナ352は、「ループ」アンテナ352と呼ばれ
るか、または「ループ」アンテナ352として構成される場合もある。また、アンテナ352は
、本明細書では、「磁気」アンテナもしくは誘導コイルと呼ばれるか、または「磁気」ア
ンテナもしくは誘導コイルとして構成される場合もある。「アンテナ」という用語は、一
般に、別の「アンテナ」に結合するためのエネルギーをワイヤレスで出力するか、または
受け取ることができる構成要素を指す。アンテナは、電力をワイヤレスに出力しまたは受
信するように構成されたタイプのコイルと呼ばれる場合もある。本明細書で使用するアン
テナ352は、電力をワイヤレスで出力するおよび/または受信するように構成されるタイプ
の「電力伝達構成要素」の一例である。アンテナ352は、空芯、またはフェライトコア(図
示せず)などの物理的コアを含むように構成され得る。
【００２５】
　アンテナ352は、共振周波数において共振するように構成された共振回路の一部分を形
成し得る。ループアンテナまたは磁気アンテナ352の共振周波数は、インダクタンスおよ
びキャパシタンスに基づく。インダクタンスは、単にアンテナ352によって生成されるイ
ンダクタンスであり得るが、キャパシタンスは、所望の共振周波数で共振構造(たとえば
、キャパシタが直列または並列にアンテナ352に電気的に接続され得る)を生成するために
追加され得る。非制限的な例として、キャパシタ354およびキャパシタ356が送信または受
信回路350に追加されて、所望の動作周波数において共振する共振回路を作り出すことが
できる。より大きい直径のアンテナに関して、共振を維持するのに必要なキャパシタンス
のサイズは、ループの直径またはインダクタンスが増加するときに減少する可能性がある
。アンテナの直径が大きくなるにつれて、近距離場の効率的なエネルギー伝達エリアが広
くなり得る。他の構成要素を使用して形成された他の共振回路も、可能である。別の非限
定的な例として、キャパシタ(図示せず)が、アンテナ352の2つの端子の間に並列に配置さ
れ得る。送信アンテナの場合、アンテナ352の共振周波数に実質的に相当する周波数を有
する信号358を、アンテナ352への入力とすることができる。受信アンテナの場合、信号35
8は、整流され、負荷に給電または充電するために使用され得る出力とすることができる
。
【００２６】
　図4は、本発明の例示的な実施形態による、図1のワイヤレス電力伝達システムにおいて
使用され得る送信機404の機能ブロック図である。送信機404は、送信回路406および送信
アンテナ414を含むことができる。送信アンテナ414は、図3に示すアンテナ352とすること
ができる。送信アンテナ414は、図2を参照して上記で説明した送信アンテナ214として構
成され得る。いくつかの実装形態では、送信アンテナ414は、電力送信コイル(たとえば、
誘導コイル)であり得る。いくつかの実装形態では、送信アンテナ414は、パッド、テーブ
ル、マット、ランプ、または他の静止構成などのより大きい構造に関連付けられ得る。送
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信回路406は、発振信号を与えることによって、送信アンテナ414に電力を供給、その結果
、送信アンテナ414の周りにエネルギー(たとえば、磁束)を生成し得る。送信機404は、任
意の適切な周波数で動作してよい。例として、送信機404は、6.78MHzのISMバンドで動作
し得る。
【００２７】
　送信回路406は、送信回路406のインピーダンス(たとえば、50オーム)を送信アンテナ41
4に整合させるための固定インピーダンス整合回路409と、高調波放射を、受信機108(図1)
に結合されたデバイスの自己ジャミングを防ぐレベルまで低減させるように構成されたロ
ーパスフィルタ(LPF)408とを含み得る。他の例示的な実施形態は、限定はしないが、特定
の周波数を減衰させる一方で他の周波数を通過させるノッチフィルタを含む、異なるフィ
ルタトポロジーを含むことができ、アンテナ414への出力電力、またはドライバ回路424に
よって引き出されるDC電流などの、測定可能な送電メトリックに基づいて変化し得る、適
応インピーダンス整合を含むことができる。送信回路406は、発振器423によって決定され
るような信号を駆動するように構成されるドライバ回路424をさらに含む。送信回路406は
、個別のデバイスもしくは回路から構成されてもよく、あるいは代わりに、一体型アセン
ブリから構成されてもよい。
【００２８】
　送信回路406は、発振器423の周波数または位相を調整し、取り付けられた受信機を介し
て隣接するデバイスと対話するための通信プロトコルを実装するように出力電力レベルを
調整するために、特定の受信機の送信フェーズ(またはデューティサイクル)の間に発振器
423を選択的に有効にするためのコントローラ415をさらに含み得る。コントローラ415は
、本明細書ではプロセッサと呼ばれる場合もあることに留意されたい。コントローラ415
は、メモリ470に結合されてもよい。発振器位相および送信経路内の関係する回路の調整
により、特に、ある周波数から別の周波数に移行する際の帯域外発射の低減が可能になる
場合がある。
【００２９】
　送信回路406は、送信アンテナ414によって生成された近接場の近傍において作動中の受
信機の存否を検出するための負荷感知回路416をさらに含み得る。例として、負荷感知回
路416はドライバ回路424に流れる電流を監視し、以下でさらに説明するように、その電流
は、送信アンテナ414によって生成された場の近傍における作動中の受信機の存否によっ
て影響を及ぼされる場合がある。ドライバ回路424上の負荷に対する変化の検出は、エネ
ルギーを伝送するために発振器423を有効にするかどうか、および作動中の受信機と通信
するかどうかを決定する際に使用するためにコントローラ415によって監視される。
【００３０】
　送信アンテナ414は、リッツ線を用いて、または抵抗損を低く保つために選択された厚
さ、幅、および金属のタイプを有するアンテナストリップとして実装され得る。
【００３１】
　送信機404は、送信機404に関連し得る受信機デバイスの所在および状態に関する情報を
収集および追跡し得る。したがって、送信回路406は、(本明細書ではプロセッサとも呼ば
れる)コントローラ415に接続される、存在検出器480、密閉型検出器460、またはこれらの
組合せを含んでもよい。コントローラ415は、存在検出器480および密閉型検出器460から
の存在信号に応答してドライバ回路424によって供給される電力量を調整してもよい。送
信機404は、たとえば、ビル内にある従来のAC電力を変換するためのAC-DC変換器(図示せ
ず)、従来のDC電源を送信機404に適した電圧に変換するためのDC-DC変換器(図示せず)な
どの多くの電源を介して、または従来のDC電源(図示せず)から直接電力を受け取り得る。
【００３２】
　非限定的な例として、存在検出器480は、送信機404のカバレージエリアに挿入される、
充電されるべきデバイスの最初の存在を感知するために利用される運動検出器であり得る
。検出後、送信機404はオンにされる可能性があり、デバイスによって受け取られる電力
は、所定の方法で受信機デバイス上のスイッチを切り替えるために使用される可能性があ
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り、これにより次に、送信機404の駆動点インピーダンスに対する変化をもたらす。
【００３３】
　別の非限定的な例として、存在検出器480は、たとえば、赤外線検出手段、運動検出手
段、または他の適切な手段によって人を検出することが可能な検出器であってもよい。い
くつかの例示的な実施形態では、送信アンテナ414が特定の周波数で送信することができ
る電力量を制限する規制が存在してよい。場合によっては、これらの規制は、人を電磁放
射から守ることを意図されている。しかしながら、送信アンテナ414が、たとえば、ガレ
ージ、工場の作業場、店舗などの、人が占有しない、または人が占有する頻度が低いエリ
アに配置される環境が存在する場合がある。これらの環境に人がいない場合、通常の電力
制限規制よりも高く、送信アンテナ414の電力出力を増加させることが許容可能な場合が
ある。言い換えれば、コントローラ415は、人の存在に応答して、送信アンテナ414の電力
出力を規制レベル以下に調整し、人が送信アンテナ414の電磁場による規制距離の外側に
いるとき、送信アンテナ414の電力出力を、規制レベルを超えるレベルに調整することが
できる。
【００３４】
　非限定的な例として、密閉型検出器460(本明細書では、密閉型コンパートメント検出器
または密閉型空間検出器と呼ばれることもある)は、包囲体が閉状態または開状態である
ときにそのことを判定するための感知スイッチなどのデバイスであってもよい。送信機が
閉状態の包囲体内にあるとき、送信機の電力レベルを増加させ得る。
【００３５】
　例示的な実施形態では、送信機404が無期限にオンのままではない方法が使用され得る
。この場合、送信機404は、ユーザが決定した時間の後に遮断するようにプログラムされ
得る。この特徴は、送信機404の周囲のワイヤレスデバイスが十分充電された後、送信機4
04、特にドライバ回路424が長い間動作するのを防ぐ。このイベントは、リピータまたは
受信アンテナ218のいずれかから送られた、デバイスが十分に充電されたという信号を検
出するための回路の故障に起因する場合もある。送信機404の周囲に別のデバイスが配置
されている場合に、送信機404が自動的にシャットダウンすることを防止するために、送
信機404の自動シャットオフ機能は、その周囲で動作が検出されない定められた期間が経
過した後にだけ、アクティブ化されてよい。ユーザは、非活動時間間隔を決定し、その時
間間隔を所望により変更することができる場合がある。非限定的な例として、この時間間
隔は、特定のタイプのワイヤレスデバイスが最初に完全に放電したという仮定の下に、そ
のデバイスを完全に充電するのに必要な時間間隔よりも長くてよい。
【００３６】
　図5は、本発明の例示的な実施形態による、図1のワイヤレス電力伝達システムにおいて
使用され得る受信機508の機能ブロック図である。受信機508は、受信アンテナ518を含む
場合がある受信回路510を含む。受信機508は、それに受信電力を提供するためのデバイス
550にさらに結合する。受信機508は、デバイス550の外部にあるものとして示されている
が、デバイス550に統合され得ることに留意されたい。エネルギーは、受信アンテナ518に
ワイヤレスで伝搬され、次いで、受信回路510の残りの部分を介してデバイス550に結合さ
れる場合がある。例として、充電デバイスには、モバイルフォン、携帯型音楽プレーヤ、
ラップトップコンピュータ、タブレットコンピュータ、コンピュータ周辺デバイス、通信
デバイス(たとえば、Bluetooth(登録商標)デバイス)、デジタルカメラ、補聴器(および他
の医療用デバイス)、ウェアラブルデバイスなどのデバイスが含まれてもよい。
【００３７】
　受信アンテナ518は、送信アンテナ414(図4)と同じ周波数において、または指定された
周波数範囲内で共振するように同調され得る。受信アンテナ518は、送信アンテナ414と同
様な寸法にすることができるか、または関連するデバイス550の寸法に基づいて異なるサ
イズにすることができる。例として、デバイス550は、送信アンテナ414の直径または長さ
よりも小さい直径寸法または長さ寸法を有するポータブル電子デバイスであり得る。その
ような例では、受信アンテナ518は、同調キャパシタ(図示せず)のキャパシタンス値を低
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減させ、受信コイルのインピーダンスを増加させるために多巻きコイルとして実装され得
る。例として、受信アンテナ518は、アンテナ径を最大化し、受信アンテナ518のループ巻
き(すなわち、巻線)数と、巻線間のキャパシタンスとを低減するために、デバイス550の
実質的な外周の回りに配置され得る。
【００３８】
　受信回路510は、受信アンテナ518に対するインピーダンス整合をもたらすことができる
。受電回路510は、受けたエネルギーをデバイス550が使用するための充電電力に変換する
ための電力変換回路506を含む。電力変換回路506は、AC-DC変換器520を含み、DC-DC変換
器522も含み得る。AC-DC変換器520は、受信アンテナ518において受けたエネルギー信号を
、出力電圧を有する非交流電力に整流する。DC-DC変換器522(または、他の電力レギュレ
ータ)は、整流されたRFエネルギー信号を、出力電圧および出力電流を有する、デバイス5
50に適合するエネルギー電位(たとえば、電圧)に変換する。部分整流器および完全整流器
、レギュレータ、ブリッジ、ダブラ、ならびにリニア変換器およびスイッチング変換器を
含む、様々なAC-DC変換器が企図される。
【００３９】
　受信回路510は、受信アンテナ518を電力変換回路506に接続するか、または代替的には
電力変換回路506を切断するためのRX整合およびスイッチング回路512をさらに含み得る。
電力変換回路506から受信アンテナ518を切断することにより、デバイス550の充電を中断
するだけでなく、送信機404(図2)から「見える」ような「負荷」も変更する。
【００４０】
　複数の受信機508が送信機の近接場内に存在するとき、他の受信機がより効率的に送信
機に結合できるようにするために、1つまたは複数の受信機の装荷および除荷を時間多重
化することが望ましい場合がある。受信機508はまた、他の近くの受信機への結合を解消
するか、または近くの送信機への装荷を低減させるためにクローキングされ得る。受信機
のこの「除荷」は、本明細書では「クローキング」としても知られる。さらに、受信機50
8によって制御されて、送信機404によって検出される、除荷と装荷との間のこのスイッチ
ングは、受信機508から送信機404への通信機構を提供し得る。加えて、受信機508から送
信機404にメッセージを送ることを可能にするプロトコルが、このスイッチングに関連付
けられ得る。例として、スイッチング速度は、100μ秒程度であってもよい。
【００４１】
　例示的な実施形態では、送信機404と受信機508との間の通信は、「帯域外」の別個の通
信チャネル/アンテナを介して、または電力伝達のために使用される場の変調を介して行
われ得る「帯域内」の通信を介して行われ得る。
【００４２】
　受信回路510は、送信機から受信機への情報シグナリングに対応し得る、受信エネルギ
ーの変動を識別するために使用される、シグナリング検出器/ビーコン回路514をさらに含
んでよい。さらに、受電回路510をワイヤレス充電用に構成するために、低減されたRF信
号エネルギー(すなわち、ビーコン信号)の送信を検出し、低減された信号エネルギーを、
受電回路510内の電力供給されないかまたは電力が枯渇したかのいずれかの回路を呼び起
こすための公称電力に整流するためにも、シグナリング/ビーコン回路514が使用され得る
。
【００４３】
　受電回路510は、本明細書で説明するスイッチング回路512の制御を含む、本明細書で説
明する受信機508の処理を調整するためのコントローラ516をさらに含む。コントローラ51
6は、本明細書ではプロセッサと呼ばれる場合もあることに留意されたい。また、受信機5
08のクローキングは、充電電力をデバイス550に提供する外部の有線充電ソース(たとえば
、壁コンセント/USB電力)の検出を含む他のイベントが発生したときにも起こる可能性が
ある。プロセッサ516は、受信機のクローキングを制御するのに加えて、ビーコン回路514
を監視してビーコン状態を判定し、送信機404から送信されたメッセージを抽出すること
もできる。プロセッサ516はまた、性能が改善するようにDC-DC変換器522を調整してもよ
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い。
【００４４】
　図6は、図4の送信回路406において用いられる場合がある送信回路600の一部分の回路図
である。送信回路600は、図4で上述したように、ドライバ回路624を含み得る。上述のよ
うに、ドライバ回路624は、方形波を受け取り、送信回路650に提供される正弦波を出力す
るように構成され得るスイッチング増幅器であり得る。場合によっては、ドライバ回路62
4は、増幅器回路と呼ばれることがある。ドライバ回路624は、E級増幅器として示されて
いるが、本発明の実施形態による任意の適切なドライバ回路624が使用され得る。ドライ
バ回路624は、図4に示す発振器423からの入力信号602によって駆動されてもよい。ドライ
バ回路624はまた、送信回路650を介して供給される場合がある最大電力を制御するように
構成された駆動電圧VDを供給されてもよい。高調波を解消または低減するために、送信回
路600は、フィルタ回路626を含み得る。フィルタ回路626は、3極(キャパシタ634、インダ
クタ632、およびキャパシタ636)ローパスフィルタ回路626であり得る。
【００４５】
　フィルタ回路626によって出力された信号は、アンテナ614を含む送信回路650に提供さ
れ得る。送信回路650は、ドライバ回路624によって提供されるフィルタ処理済み信号の周
波数で共振し得る、(たとえば、アンテナのインダクタンスもしくはキャパシタンス、ま
たは追加のキャパシタ構成要素に起因し得る)キャパシタンス620およびインダクタンスを
有する直列共振回路を含み得る。送信回路650の負荷は、可変抵抗器622によって表すこと
ができる。この負荷は、送信回路650から電力を受け取るように配置されたワイヤレス電
力受信機508の関数であり得る。
【００４６】
　ワイヤレス充電システムは、異なるH場分布(H-field Distribution)を有する充電磁場(
Magnetic Charging Field)を発生させる。「平坦な」H場は、その充電エリアにわたる比
較的一定の場の分布を有するものである。「平坦な」H場分布は、小さい充電受信デバイ
ス、および受信共振器の近傍に大きい金属板を有さない充電受信デバイスにより適し得る
。「ピークのある」H場は、典型的には、共振器であってもよい、アンテナまたはコイル
の中央にH場の「ピーク」がある、その充電エリアにわたる変化する場の分布を有するも
のである。「ピークのある」H場分布は、受信アンテナの近傍に比較的小さいアンテナお
よび大きい金属板を有し得るより大きい充電受信デバイスにより適し得る。ほとんどの充
電受信デバイスでは、平坦なH場は、様々な利点を提供し得る。これらのデバイスでは、
平坦なH場は、充電パッド上のどこにでも充電受信デバイスを配置することを可能にする
一定の開回路電圧を提供し、したがって、充電受信デバイス内の受電ユニット(PRU)の設
計を単純化する。しかしながら、比較的小さいアンテナを有する充電受信デバイス、また
は大きい金属板またはバッキングを有するコイルの場合、「ピークのある」H場は、充電
パッドの中央にH場の最も高い部分があり、様々な利点を提供し得る。このようにして、
より大きいPRUが充電パッドの中央に配置されているとき、場の「ピーク」は、受信機の
共振器またはコイルの近傍にある大きい金属板またはカバーへのH場の結合に起因する対
向する場によって引き起こされる結合の低減を補償する。残念ながら、ほとんどの充電受
信デバイスが充電パッドの中央に配置される可能性が高いので、すべてのデバイスに適切
な充電電力を供給することは困難であり、そのうちのいくつかは、「平坦な」H場電荷分
布、および「ピークのある」H場電荷分布により適しているものなどにより適する。した
がって、すべてのタイプの充電受信機に適し得るワイヤレス充電システムのためのH場分
布を提供する能力を有することが望ましい。
【００４７】
　図7Aは、平坦なH場を有する送信アンテナの場の分布を示す図である。グラフ700は、エ
リアにわたる相対的なH場強度を示す。垂直軸702は、電力送信アンテナによって生成され
たH場の相対的な大きさを示し、水平軸704は、電力送信アンテナにわたる距離xを示す。
トレース705は、電力送信アンテナにわたるH場の相対的な大きさを示す。トレース705の
形状は、ワイヤレス電力送信パッドの表面を覆う「充電エリア」706を生じさせる。任意
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の位置における充電エリアにおいて生成されるH場は、大きさおよび位相を有する複雑な3
Dベクトルである。説明を簡単にするために、H場は、本明細書では、位相が3Dベクトル中
にも存在することを認識しながら、相対的な大きさを有するものとして言及される。
【００４８】
　送信パッド707の平行線模様のエリアは、たとえば、タブレットコンピューティングデ
バイスなど、約10ワットと20ワットとの間を引き出すように構成されたデバイスなど、小
さい共振器コイルと金属板またはカバーとを有する比較的大きいデバイスを充電するため
の充電エリアを示す。小さい共振器コイルと金属板またはカバーとを有する比較的大きい
デバイスが充電パッド707の表面に配置されると、金属板またはカバーは、送信パッド707
の中央に向かって充電ヌルを生成するように、送信パッド707からデバイスへの充電エネ
ルギーの電磁結合を低減する。これは、充電エリアの外側に存在する「逆の」場に金属板
が結合することに起因して起こり得る。これは、一般的に2つの異なる状況で起こり得る
。第1の状況では、比較的大きい金属板および比較的小さい受信コイルを有する比較的大
きい受信機は、受信機の金属板よりも大きい充電器または充電面に配置される。この場合
、金属板に生成された渦電流は、受信コイルが受ける場に対向し、受信機における結合お
よび電圧が低減される。これは、潜在的に、受信機デバイスが正常に動作するのに十分な
電圧を受け取らないカバレージホールをもたらす。第2の状況では、比較的大きい金属板
および比較的小さい受信コイルを有する比較的大きい受信機は、受信機の金属板よりも小
さい充電器または充電面に配置される。この場合、充電器の外側に存在する逆の場は、よ
り小さい受信コイルに結合し、そこでH場を強化して、受信機での結合および電圧が増加
し、場合によっては、過充電による受信機の損傷を招く可能性がある。本開示は、一般的
に、金属板に生成された渦電流が受信コイルによって受けられる場に対向し、受信機にお
ける結合および電圧が低減される第1の状況に対処する。この望ましくない結合によって
、トレース705によって示されるエネルギーの結合は、充電パッド707の中央708において
減少するまたは減衰する。
【００４９】
　送信パッド709の平行線模様のエリアは、たとえば、ワイヤレスヘッドセットまたはス
マートフォンなど、数ミリワットと10ワットとの間を引き出すように構成されたデバイス
など、金属板またはカバーがほとんどまたはまったくない比較的小さいデバイスを充電す
るための充電エリアを示す。比較的小さいデバイスが充電パッド709の表面上に配置され
ているとき、平坦なH場は、一般的に、送信パッド709の表面全体にわたって維持され、比
較的小さいデバイスが、送信パッド709の表面のどこにでも配置され、適切な充電エネル
ギーを依然として受信できるようにする。
【００５０】
　図7Bは、ピークを有するH場を有する送信アンテナの場の分布を示す図である。グラフ7
30は、エリアにわたる相対的なH場強度を示す。垂直軸732は、電力送信アンテナによって
生成されたH場の相対的な大きさを示し、水平軸734は、電力送信アンテナにわたる距離x
を示す。トレース735は、送信アンテナにわたるH場の相対的な大きさを示し、「ピーク」
731を含む。トレース735の形状も、ワイヤレス電力送信パッドの表面を覆う「充電エリア
」736を生じさせる。
【００５１】
　送信パッド737の平行線模様のエリアは、小さい共振器コイルと金属板またはカバーと
を有する比較的大きいデバイスを充電するための充電エリアを示す。H場におけるピーク7
31は、一般的に、送信パッド737の中央に位置し、小さい共振器コイルと金属板またはカ
バーとを有する比較的大きいデバイスが、送信パッド737の表面のどこにでも配置され、
ピーク731が張り出した金属板またはカバーによって引き起こされる電磁結合のいかなる
低減をも克服するので、適切な充電エネルギーを受信できるようにする。
【００５２】
　送信パッド739の平行線模様のエリアは、トレース735に示されるピークのあるH場を使
用する金属板またはカバーがほとんどまたはまったくない、比較的小さいデバイスを充電
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するための充電エリアを示す。比較的小さいデバイスが充電パッド739の表面上に配置さ
れているとき、ピークのあるH場によって、小さいデバイスは、充電パッド739の中央に向
かう強すぎる場を受ける可能性があり、小さいデバイスの過充電、または小さいデバイス
の過電圧保護機能に起因する充電器のシャットダウンをもたらし得る。これによって、小
さいデバイスを領域738内の送信パッド739の中央に向かって配置し、依然として適切な充
電を受け取ることが実行不可能になる。
【００５３】
　例示的な実施形態では、単一の充電アンテナシステムを使用して様々なデバイスを充電
することができるように、電力送信アンテナの送信されたH場を修正または調整する能力
を有することが望ましい。
【００５４】
　図8は、ワイヤレス充電面802上にある例示的な受信機508を示す概略図800である。ワイ
ヤレス充電面802は、パッド、テーブル、マット、ランプ、または他の構造を含み、図4の
送信機404に記載された要素のいくつかまたはすべてを含み得る。図8に示された実施形態
では、受信機508は、ワイヤレス充電面802よりも面積が小さい。図8に示された実施形態
では、受信機508は、受信機508のサイズと比較して比較的小さい1次受信アンテナ518を含
む。本明細書で使用する「アンテナ」という用語は、「コイル」という用語と互換的に使
用され、キャパシタで実装されるとき、共振構造を含み、「共振器」と呼ばれ得る。図8
に示すように、受信機508は、1次受信アンテナ518のサイズに対して大きい可能性がある
エンクロージャまたは他の金属構造804を備える。そのような場合、金属構造804の大きい
金属板は、大きいリアクタンスシフトを引き起こし、また、結合の低減も引き起こし、そ
れによって、金属構造804に誘起された渦電流IEと呼ばれる磁束が、1次受信アンテナ518
内の充電電流IRXに対向する電流ICEを1次受信アンテナ518内に生成する。電流ICEは、渦
電流IEによって1次受信アンテナ518に誘起される逆渦電流を指す。これは、金属構造804
が送信アンテナ(図8には図示せず)の最大面積をカバーするので、受信機508がワイヤレス
充電面802の中心にあるとき、送信機404から受信機508への電磁結合は最小であり、した
がって、金属構造804において最大渦電流IEを生成し、したがって、1次受信アンテナ518
において生成された充電電流IRXに対向する最大電流ICEを生成することを意味する。これ
は、図7Aおよび図7Bに関して上記で説明した第1の状況である。
【００５５】
　均一な場を有する送信アンテナ(図示せず)は、比較的小さい1次受信アンテナを有する
大きい金属受信機が使用されるとき、予想よりも広い範囲の電磁結合を示す。これによっ
て、ワイヤレス充電面802上の多くの場所で、広い電圧範囲、および/または充電を受け入
れることができない、もしくは低減された充電しか受け入れることができない受信機のた
めに、受信機および受信アンテナの設計が困難になる。その結果、送信アンテナ(図示せ
ず)と1次受信アンテナ518との間の全体的な電磁結合が低減され、受信機508において利用
可能な電圧が低下し(電圧が低すぎて使用できなくなる可能性がある)、受信機508内の整
流器の後の負荷に対する有効なソースインピーダンスが増加し、したがって、利用可能な
電力が低減する可能性がある。
【００５６】
　図9A、図9B、図9C、および図9Dは、フィールドコンセントレータ回路(Field Concentra
tor Circuit)であるフィールド変更回路(Field Altering Circuit)を組み込んだワイヤレ
ス電力伝達アンテナの実施形態を示す図である。
【００５７】
　図9Aは、例示的な送信パッド902を示す図である。例示的な実施形態では、送信パッド9
02は、アンテナコイル904、906、および908を含む送信アンテナ903を備える。アンテナコ
イル904、906、および908は、個々のアンテナコイルであってもよく、または同じアンテ
ナコイルのアンテナコイルセグメント(たとえば、コイルの巻き)であってもよく、様々な
形状および構成で構成されてもよい。例示的な実施形態では、送信アンテナ903、ならび
にアンテナコイル904、906、および908は、電力をワイヤレス送信するように構成された
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送信アンテナ614(図6)の実施形態を備え得る。例示的な実施形態では、送信アンテナ903
、ならびにアンテナコイル904、906、および908は、図4の送信回路406から電力伝達信号
を受信し得る。例示的な実施形態では、アンテナコイル904は、1アンペア(1A)の電流を受
信するように構成することができ、アンテナコイル906は、4Aの電流を受信するように構
成することができ、アンテナコイル908は、9Aの電流を受信するように構成することがで
きる。各アンテナコイル904、906、および908に供給される電流は、各コイルによって囲
まれたエリアに比例するので、この例では、1A、4A、および9Aをアンテナコイル904、906
、および908にそれぞれ供給し、図7Aに示すH場など、送信パッド902の表面上に、ワイヤ
レス充電場とも呼ばれる比較的平坦なH場を生成する。いくつかの場合において、アンテ
ナコイル904、906、および908がコイル構造の異なる巻きとして構成されているとき、平
坦なH場は、コイルの形状および構成/配置の関数であり得る。たとえば、同じ電流で駆動
されている間、巻きと他の配置との間の間隔は、実質的に均一な場である、または1つも
しくは複数のピークまたは谷を有するなど、所望の場の分布を達成することができる。
【００５８】
　例示的な実施形態では、送信パッド902は追加の回路910を含む。例示的な実施形態では
、回路910は、フィールド変更回路(Field Altering Circuit)またはフィールド変更コイ
ル(Field Altering Coil)と呼ぶことができ、例示的な実施形態では、フィールドコンセ
ントレータ回路とすることができる。回路910は、一般的に、アンテナコイル904とアンテ
ナコイル906との間に配置されているものとして示されているが、回路910、および本明細
書に記載のフィールド変更回路の様々な実施形態は、アンテナコイル904、906、および90
8に対して他のどこかに配置することができる。例示的な実施形態では、回路910は、送信
アンテナ903によって少なくとも部分的に囲まれていてもよい。一般的に、回路910は、送
信パッド902によって生成されたH場を変更することが望ましい、送信パッド902のエリア
に配置される。
【００５９】
　図9Bは、図9Aの集信機回路910をさらに詳細に示す図である。例示的な実施形態では、
集信機回路910は、コイル912と、キャパシタ914と、スイッチ916とを備える。例示的な実
施形態では、スイッチ916は、送信回路406からの信号によって制御することができる。集
信機回路910は、両方の小さいデバイスを充電でき、金属板またはカバーとともに小さい
共振器を有する大きいデバイスを充電できるように、送信パッド902によって生成されたH
場を選択的に変更するために使用することができる。単一のループコイルを有するものと
して概略的に示されているが、集信機回路910は、多巻き形状の共振器を備えることもで
きる。
【００６０】
　図9Cは、集信機回路910がオフにされている、または開いているときの送信パッド902の
H場を示す図である。垂直軸922は、送信パッド902に関連する電力送信アンテナによって
生成されたH場の相対的な大きさを示し、水平軸924は、送信パッド902にわたる距離xを示
す。トレース925は、送信パッド902によって生成されたH場の相対的な大きさを示す。ト
レース925の形状は、送信パッド902の表面を覆う「充電エリア」926を生じさせる。スイ
ッチ916が開いているとき、集信機回路910は開いており、H場に対して「見えず」、した
がって、この状態では、H場は、集信機回路910の影響を受けず、均一のままである。この
状態で、小さく、あまり頑強でないデバイスを送信パッド902の表面のどこにでも配置す
ることができ、デバイスに過負荷をかけることなく電荷を受け取ることができる。
【００６１】
　図9Dは、集信機回路910がオンにされたとき、または共振状態にあるときの送信パッド9
02のH場を示す図である。集信機回路910の共振周波数は、所望の動作特性に基づいて選択
することができる、キャパシタ914の値によって定義することができる。垂直軸932は、送
信パッド902に関連する電力送信アンテナによって生成されたH場の相対的な大きさを示し
、水平軸934は、送信パッド902にわたる距離xを示す。トレース935は、送信パッド902に
よって生成されたH場の相対的な大きさを示し、ピーク937を含む。トレース935の形状は
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、送信パッド902の表面を覆う「充電エリア」936を生じさせる。スイッチ916が閉じられ
ているとき、キャパシタ914によって、集信機回路910が共振し、それを通過する場を増幅
し、トレース935においてピーク937を生成する。この状態で、小さい共振器コイルと大き
い金属板またはカバーとを有するデバイスは、送信パッド902の表面のどこにでも配置す
ることができ、適切な電荷を受け取ることができる。
【００６２】
　集信機回路910は、共振ループとして、その中央に追加のH場強度を提供するように設計
することができる別々に電力供給されるループとして、またはH場を増幅し、共振器の負
荷の反応性がより高くなるようにする(駆動回路424(図4)によって見られるように)ように
構成することができる近接共振回路(close-to-resonant loop)として実装することができ
る。これは、大きい金属板の一般的な問題を補うことができ、共振器の負荷をより容量性
にする。
【００６３】
　典型的には、送信共振器がほとんど常に均一な場を生成することが望ましいので、集信
機回路910は、通常、送信回路406の制御下でオフにされる。大きいメタルバックまたはメ
タルケースのデバイスが送信パッド902上に配置されると、集信機回路910をオンにするこ
とができる。集信機回路910、および本明細書に記載されたフィールド変更回路の他の実
施形態のアクティブ化は、充電されるべきデバイスがそれ自体を送信機404に対して大き
いデバイスとして識別した結果として行われ得る。あるいは、集束回路910は、充電受信
デバイスが充電のための適切な電圧に到達することができない(かつ他のデバイスがパッ
ド上にない)結果として、またはその2つの組合せの結果としてアクティブ化することがで
きる。したがって、例示的な実施形態によれば、送信回路406は、フィールド変更回路、
たとえば集信機回路910を介して充電エリアの場の分布を変更する必要性を検出するよう
に構成することができる。送信回路406は、実質的に均一な磁場分布(図9C)から集信機回
路910がアクティブ化されていないときの磁場分布よりも不均一である磁場分布(図9D)に
場の分布を変更する必要性を検出することに応答して、フィールド変更回路の動作をアク
ティブ化または非アクティブ化する。たとえば、たった今説明したように、送信回路406
は、デバイスの情報を受信するか、または不十分な電力伝達を検出することを介して、充
電可能なデバイスのタイプ(たとえば、大きいデバイスまたはある量の金属を有するデバ
イス)を検出することができる。応答して、送信回路406は、充電エリア936の中央に向か
う場の分布を変更するように、フィールド変更回路の動作を制御する。
【００６４】
　図10A、図10B、図10C、および図10Dは、フィールド減衰器コイル(Field Attenuator Co
il)であるフィールド変更回路を組み込んだワイヤレス電力伝達アンテナの実施形態を示
す図である。
【００６５】
　図10Aは、例示的な送信パッド1002を示す図である。例示的な実施形態では、送信パッ
ド1002は、アンテナコイル1004、1006、および1008を含む送信アンテナ1003を備える。ア
ンテナコイル1004、1006、および1008は、個々のアンテナコイルであってもよく、または
同じアンテナコイルのアンテナコイルセグメントであってもよい。例示的な実施形態では
、送信アンテナ1003、ならびにアンテナコイル1004、1006、および1008は、電力をワイヤ
レス送信するように構成された送信アンテナ614(図6)の実施形態を備え得る。例示的な実
施形態では、送信アンテナ1003、ならびにアンテナコイル1004、1006、および1008は、図
4の送信回路406から電力伝達信号を受信し得る。例示的な実施形態では、アンテナコイル
1004は、2アンペア(2A)の電流を受信するように構成することができ、アンテナコイル100
6は、4Aの電流を受信するように構成することができ、アンテナコイル1008は、9Aの電流
を受信するように構成することができる。各アンテナコイル1004、1006、および1008に供
給される電流は、各コイルによって囲まれたエリアに比例するので、この例では、2A、4A
、および9Aをアンテナコイル1004、1006、および1008にそれぞれ供給し、図7Bに示すH場
など、アンテナコイル1004の近傍の送信パッド902の表面にピークを有するH場を生成する
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。
【００６６】
　例示的な実施形態では、送信パッド1002は、回路1010を備える。例示的な実施形態では
、回路1010は、フィールド変更回路またはフィールド変更コイルと呼ぶことができ、例示
的な実施形態では、フィールド減衰器回路(Field Attenuator Circuit)と呼ぶことができ
る。回路1010は、一般的に、アンテナコイル1004とアンテナコイル1006との間に配置され
ているものとして示されているが、回路1010、および本明細書に記載のフィールド変更回
路の様々な実施形態は、アンテナコイル1004、1006、および1008に対して他のどこかに配
置することができる。一般的に、回路1010は、送信パッド1002によって生成されたH場を
変更することが望ましい、送信パッド1002のエリアに配置される。
【００６７】
　図10Bは、図10Aの減衰器回路1010をさらに詳細に示す図である。例示的な実施形態では
、減衰器回路1010は、コイル1012とスイッチ1016とを備える。例示的な実施形態では、ス
イッチ1016は、送信回路406からの信号によって制御することができる。減衰器回路1010
は、両方の小さいデバイスを充電でき、小さい共振器と金属板またはカバーとを有する大
きいデバイスを充電できるように、送信パッド1002によって生成されたH場を選択的に変
更するために使用することができる。単一のループを有するものとして概略的に示されて
いるが、減衰器回路1010は、多巻き形状の共振器を備えることもできる。
【００６８】
　図10Cは、減衰器回路1010がオフにされている、またはオープンであるときの送信パッ
ド1002のH場を示す図である。垂直軸1022は、送信パッド1002に関連する電力送信アンテ
ナによって生成されたH場の相対的な大きさを示し、水平軸1024は、送信パッド1002にわ
たる距離xを示す。トレース1025は、送信パッド902によって生成されたH場の相対的な大
きさを示し、ピーク1027を含む。トレース1025の形状は、送信パッド1002の表面を覆う「
充電エリア」1026を生じさせる。スイッチ1016が開いているとき、減衰器回路1010は開い
ており、H場に対して「見えず」、したがって、この状態では、H場におけるピーク1027が
そのままである。この状態で、小さい共振器コイルと大きい金属板またはケースとを有す
るデバイスは、送信パッド1002の表面のどこにでも配置することができ、適切な電荷を受
け取ることができる。
【００６９】
　図10Dは、減衰器回路1010がオンにされたとき、または短絡もしくは短絡回路状態にあ
るときの送信パッド1002のH場を示す図である。垂直軸1032は、送信パッド1002に関連す
る電力送信アンテナによって生成されたH場の相対的な大きさを示し、水平軸1034は、送
信パッド1002にわたる距離xを示す。トレース1035は、送信パッド1002によって生成され
たH場の相対的な大きさを示し、減衰器回路1010の短絡の結果としてピーク1027(図10C)が
減衰された領域1037を含む。トレース1035の形状は、送信パッド1002の表面を覆う「充電
エリア」1036を生じさせる。スイッチ1016が閉じられると、減衰器回路1010は短絡し、し
たがって、それを通過する場を減衰させ、トレース1035からピーク1027(図10C)を実質的
になくす。領域1037は、完全には平坦ではないが、トレース1025よりも実質的に平坦であ
り、したがって、小さく、あまり頑強でないデバイスを、送信パッド1002の表面のどこに
でも配置することができ、デバイスに過負荷をかけることなく電荷を受け取ることができ
る。減衰器回路1010は、H場の一部を「短絡」し、したがって、そのエリア内のH場を減衰
させる短絡コイルとして実装することができる。送信回路406は、実質的に非均一な磁場
分布(図10C)から減衰器回路1010がアクティブ化されていないときの磁場分布よりも均一
である磁場分布(図10D)に場の分布を変更する必要性を検出することに応答して、フィー
ルド変更回路の動作をアクティブ化または非アクティブ化する。
【００７０】
　送信共振器がほとんど常に不均一な場を生成することが望ましい実施形態では、減衰器
回路1010は、通常、送信回路406の制御下でオフにされる。小さいデバイスが送信パッド1
002上に配置されると、減衰器回路1010をオンにすることができる。減衰器回路1010のア
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クティブ化は、充電されるべきデバイスがそれ自体を送信機404に対して小さいデバイス
として識別した結果として行われ得る。あるいは、減衰器回路1010を通常オンにすること
ができ、結果としてH場の比較的平坦な分布が得られる。これによって、ほとんどの小さ
いデバイスを正常に充電することができる。小さい共振器コイルと大きい金属板とを有す
るデバイスが送信パッド1002上に配置されると、減衰器回路1010をオフにすることができ
る。これによって、デバイスはパッド上のどこかで通常の電荷を受け取ることができる。
【００７１】
　図11A、図11B、図11C、図11D、および図11Eは、フィールドコンセントレータ回路また
はフィールド減衰器回路とすることができるフィールド変更回路を組み込んだワイヤレス
電力伝達アンテナの代替実施形態を示す図である。
【００７２】
　図11Aは、例示的な送信パッド1102を示す図である。例示的な実施形態では、送信パッ
ド1102は、アンテナコイル1104、1106、および1108を含む送信アンテナ1103を備える。ア
ンテナコイル1104、1106、および1108は、個々のアンテナコイルであってもよく、または
同じアンテナコイルのアンテナコイルセグメントであってもよい。例示的な実施形態では
、送信アンテナ1103、ならびにアンテナコイル1104、1106、および1108は、電力をワイヤ
レス送信するように構成された送信アンテナ614(図6)の実施形態を備え得る。例示的な実
施形態では、送信アンテナ1103、ならびにアンテナコイル1104、1106、および1108は、図
4の送信回路406から電力伝達信号を受信し得る。例示的な実施形態では、アンテナコイル
1104は、1.5アンペア(1.5A)の電流を受信するように構成することができ、アンテナコイ
ル1106は、4Aの電流を受信するように構成することができ、アンテナコイル1108は、9Aの
電流を受信するように構成することができる。各アンテナコイル1104、1106、および1108
に供給される電流は、各コイルによって囲まれたエリアに比例するので、この例では、1.
5A、4A、および9Aをアンテナコイル1104、1106、および1108にそれぞれ供給し、送信パッ
ド1102の表面上に、図7Bまたは図10CのH場に示すピークよりも小さい、適度のピークを有
するH場を生成する。
【００７３】
　例示的な実施形態では、送信パッド1102は、回路1110を備える。例示的な実施形態では
、回路1110は、フィールド変更回路と呼ぶことができ、例示的な実施形態では、フィール
ドコンセントレータ回路として、またはフィールド減衰器回路として動作するように構成
することができるという点で、結合フィールド変更回路(Combination Field Altering Ci
rcuit)と呼ぶことができる。回路1110は、一般的に、アンテナコイル1104とアンテナコイ
ル1106との間に配置されているものとして示されているが、回路1110、および本明細書に
記載のフィールド変更回路の様々な実施形態は、アンテナコイル1104、1106、および1108
に対して他のどこかに配置することができる。一般的に、回路1110は、送信パッド1102に
よって生成されたH場を変更することが望ましい、送信パッド1102のエリアに配置される
。
【００７４】
　図11Bは、図11Aの結合回路1110をさらに詳細に示す図である。例示的な実施形態では、
結合フィールド変更回路1110は、コイル1112と、キャパシタ1114と、スイッチ1116と、ス
イッチ1118とを備える。例示的な実施形態では、スイッチ1116およびスイッチ1118は、送
信回路406からのそれぞれの制御信号によって制御することができる。結合フィールド変
更回路1110は、両方の小さいデバイスを充電でき、小さい共振器と金属板またはカバーと
を有する大きいデバイスを充電できるように、送信パッド1102によって生成されたH場を
選択的に変更するために使用することができる。単一のループとして概略的に示されてい
るが、結合フィールド変更回路1110は、多巻き形状の共振器を備えることもできる。例示
的な実施形態では、スイッチ1116およびスイッチ1118がいずれも開いているとき、結合フ
ィールド変更回路1110は開いており、送信パッド1102によって生成されたH場に影響を及
ぼさない。スイッチ1116が閉じており、スイッチ1118が開いているとき、結合フィールド
変更回路1110は共振状態になり、結合フィールド変更回路1110の近傍で送信パッド1102に
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よって生成されたH場を増幅または強化するために使用することができる。結合フィール
ド変更回路1110の共振周波数は、所望の動作特性に基づいて選択することができるキャパ
シタ1114の値によって定義することができる。スイッチ1116が閉じており、スイッチ1118
が閉じているとき、結合フィールド変更回路1110は、短絡し、結合フィールド変更回路11
10の近傍の送信パッド1102によって生成されたH場を減衰させるように構成することがで
きる。
【００７５】
　図11Cは、結合フィールド変更回路1110がオフにされている、または開いているときの
送信パッド1102のH場を示す図である。垂直軸1122は、送信パッド1102に関連する電力送
信アンテナによって生成されたH場の相対的な大きさを示し、水平軸1124は、送信パッド1
102にわたる距離xを示す。トレース1125は、送信パッド1102によって生成されたH場の相
対的な大きさを示し、ピーク1127を含む。ピーク1127は、アンテナコイル1104、1106、お
よび1108に供給される電流、およびアンテナコイル1104、1106、および1108によって囲ま
れるエリアの量によって定義される。トレース1125の形状は、送信パッド1102の表面を覆
う「充電エリア」1126を生じさせる。スイッチ1116が開いており、スイッチ1118が開いて
いるとき、結合フィールド変更回路1110は開いており、H場に対して「見えず」、したが
って、この状態では、H場が図11Cに示すようにわずかにピークを保ったままである。この
状態では、比較的頑強な小さいデバイス、または小さい共振器と小さい金属板またはケー
スを有するデバイスを、送信パッド1102の表面のどこにでも配置することができ、適切な
電荷を受け取ることができる。
【００７６】
　図11Dは、結合フィールド変更回路1110が共振状態に切り替わったときの送信パッド110
2のH場を示す図である。垂直軸1132は、送信パッド1102に関連する電力送信アンテナによ
って生成されたH場の相対的な大きさを示し、水平軸1134は、送信パッド1102にわたる距
離xを示す。トレース1135は、送信パッド1102によって生成されたH場の相対的な大きさを
示し、ピーク1137を含む。トレース1135の形状は、送信パッド1102の表面を覆う「充電エ
リア」1136を生じさせる。スイッチ1116が閉じられ、スイッチ1118が開いているとき、結
合フィールド変更回路1110は共振状態にあり、H場に影響を及ぼす可能性があり、したが
って、この状態で、H場におけるピーク1127(図11C)が強化または増幅され、ピーク1127(
図11C)よりも大きいピーク1137がもたらされる。この状態で、小さい共振器コイルと大き
い金属板またはケースとを有するデバイスは、送信パッド1102の表面のどこにでも配置す
ることができ、適切な電荷を受け取ることができる。
【００７７】
　図11Eは、結合フィールド変更回路1110が短絡状態に切り替わったときの送信パッド110
2のH場を示す図である。垂直軸1142は、送信パッド1102に関連する電力送信アンテナによ
って生成されたH場の相対的な大きさを示し、水平軸1144は、送信パッド1102にわたる距
離xを示す。トレース1145は、送信パッド1102によって生成されたH場の相対的な大きさを
示し、フィールド変更回路1110の短絡の結果としてピーク1127(図11C)が減衰された領域1
147を含む。トレース1145の形状は、送信パッド1102の表面を覆う「充電エリア」1146を
生じさせる。スイッチ1116が閉じられ、スイッチ1118が閉じられているとき、結合フィー
ルド変更回路1110は、短絡し、H場に影響を及ぼす可能性があり、したがって、この状態
で、H場におけるピーク1127(図11C)が減衰され、比較的平坦なH場がもたらされる。この
状態で、小さく、あまり頑強でないデバイスを送信パッド1102の表面のどこにでも配置す
ることができ、デバイスに過負荷をかけることなく電荷を受け取ることができる。
【００７８】
　図12A、図12B、図12C、および図12Dは、フィールドコンセントレータ回路とすることが
できるフィールド変更回路を組み込んだワイヤレス電力伝達アンテナの代替実施形態を示
す図である。
【００７９】
　図12Aは、例示的な送信パッド1202を有するワイヤレス電力伝達システム1200を示す図
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である。例示的な実施形態では、送信パッド1202は、アンテナコイルセグメント1204、12
06、および1208(たとえば、巻き)の3つの巻線を含む送信アンテナ1203を備える。例示的
な実施形態では、送信アンテナ1203、ならびにアンテナコイルセグメント1204、1206、お
よび1208は、電力をワイヤレス送信するように構成された送信アンテナ614(図6)の実施形
態を備え得る。さらに、コイルセグメント1204、1206、および1208の構成/位置は、図9A
、図10A、および図11Aに示すコイルセグメントの可能な構成/位置の1つの例示的な例をさ
らに提供する。例示的な実施形態では、送信アンテナ1203は、図4の送信回路406から電力
伝達信号を受信し得る。例示的な実施形態では、アンテナコイルセグメント1204、1206、
および1208は、送信パッド1202の表面上に比較的平坦なH場、たとえば図7Aおよび図12Bに
示すH場などを生じさせるように構成することができる。この実施形態では、アンテナコ
イルセグメント1204、1206、および1208は、送信パッド1202の端部または周辺の近くで2
つのアンテナコイルセグメント1206および1208をクラスタ化し、第3のアンテナコイルセ
グメント1204をそれらから送信パッド1202の中央に向かって広く離間させることによって
、平坦な場を生成する。これは、最外の共振器において電流がより大きい均等に離間した
共振器とは対照的に、すべてのセグメントが同じ電流を搬送するにもかかわらず、共振器
の端部における電流の濃度を増加させる効果を有する。
【００８０】
　送信アンテナ1203は、最内のコイルセグメント1204に関連する回路1210をも備える。例
示的な実施形態では、回路1210は、キャパシタ1214およびスイッチ1216を備える。例示的
な実施形態では、スイッチ1216は、送信回路406からの信号によって制御することができ
る。回路1210は、最内のコイルセグメント1204を共振状態で動作させるように制御するこ
とができ、それによって、両方の小さいデバイスを充電でき、小さい共振器と金属板とを
有する大きいデバイスを充電できるように、送信パッド1202によって生成されるH場を選
択的に変更するのに使用できる集信機コイルとして動作する。回路1210の共振周波数は、
所望の動作特性に基づいて選択することができるキャパシタ1214の値によって定義するこ
とができる。最内のアンテナコイルセグメント1204に関連するものとして示されているが
、回路1210、および本明細書に記載のフィールド変更回路およびコイルセグメントの様々
な実施形態は、アンテナコイルセグメント1204、1206、および1208に対して他のどこかに
配置することができる。一般的に、回路1210は、送信パッド1202によって生成されたH場
を変更することが望ましい、送信パッド1202のエリアに配置されたアンテナコイルまたは
アンテナコイルセグメントに関連付けられる。
【００８１】
　図12Bは、回路1210がオフにされている、または開いているときの送信パッド1202のH場
を示す図である。垂直軸1222は、送信パッド1202に関連する送信アンテナ1203によって生
成されたH場の相対的な大きさを示し、水平軸1224は、送信パッド1202にわたる距離xを示
す。トレース1225は、送信パッド1202によって生成されたH場の相対的な大きさを示す。
トレース1225の形状は、送信パッド1202の表面を覆う「充電エリア」1226を生じさせる。
スイッチ1216が開いているとき、最内のコイルセグメント1204は、正常に動作し(共振状
態ではない)、したがって、この状態で、H場は図12Bに示すように均一なままである。こ
の状態では、小さいデバイスを送信パッド1202の表面のどこにでも配置することができ、
デバイスに過負荷をかけることなく電荷を受け取ることができる。
【００８２】
　図12Cは、例示的な送信パッド1232を有するワイヤレス電力伝達システム1230を示す図
である。例示的な実施形態では、送信パッド1232は、アンテナコイルセグメント1234、12
36、および1238の3つの巻線を含む送信アンテナ1233を備える。例示的な実施形態では、
送信アンテナ1233、ならびにアンテナコイルセグメント1234、1236、および1238は、電力
をワイヤレス送信するように構成された送信アンテナ614(図6)の実施形態を備え得る。例
示的な実施形態では、送信アンテナ1233は、図4の送信回路406から電力伝達信号を受信し
得る。
【００８３】
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　図12Cに示す実施形態では、回路1210のスイッチ1216が閉じられ、それによって最内の
コイルセグメント1234が共振状態で動作するようになり、それによって最内のコイルセグ
メント1234が、小さい共振器と金属板またはカバーとを有する大きいデバイスを充電でき
るように、送信パッド1232によって生成されたH場を選択的に変更するために使用できる
集信機コイルとして動作する。
【００８４】
　図12Dは、回路1210がオフにされている、または閉じているときの送信パッド1232のH場
を示す図である。垂直軸1242は、送信パッド1232に関連する送信アンテナ1233によって生
成されたH場の相対的な大きさを示し、水平軸1244は、送信パッド1232にわたる距離xを示
す。トレース1245は、送信パッド1232によって生成されたH場の相対的な大きさを示す。
トレース1245の形状は、送信パッド1232の表面を覆う「充電エリア」1246を生じさせる。
トレース1245は、共振状態で動作し、最内のコイルセグメント1234の近傍で送信アンテナ
1233のH場を増幅する、最内のコイルセグメント1234によって引き起こされるピーク1247
を含む。スイッチ1216が閉じられると、最内のコイルセグメント1234は共振状態で動作し
、したがって、この共振状態で、最内のコイルセグメント1234の近傍のH場が増幅され、
これは、トレース1245のピーク1247によって証明される。これによって、小さい共振器コ
イルと大きい金属板またはケースとを有するデバイスは、送信パッド1232の表面のどこに
でも配置することができ、適切な電荷を受け取ることができる。
【００８５】
　図13A、図13B、図13C、および図13Dは、フィールド減衰器回路とすることができるフィ
ールド変更回路を組み込んだワイヤレス電力伝達アンテナの代替実施形態を示す図である
。
【００８６】
　図13Aは、例示的な送信パッド1302を有するワイヤレス電力伝達システム1300を示す図
である。例示的な実施形態では、送信パッド1302は、アンテナコイルセグメント1304、13
06、および1308の3つの巻線を含む送信アンテナ1303を備える。例示的な実施形態では、
送信アンテナ1303、ならびにアンテナコイルセグメント1304、1306、および1308は、電力
をワイヤレス送信するように構成された送信アンテナ614(図6)の実施形態を備え得る。例
示的な実施形態では、送信アンテナ1303は、図4の送信回路406から電力伝達信号を受信し
得る。例示的な実施形態では、アンテナコイルセグメント1304、1306、および1308は、送
信パッド1302の表面上にピークを有するH場、たとえば図7Bおよび図13Bに示すH場などを
生じさせるように構成することができる。この実施形態では、アンテナコイルセグメント
1304、1306、および1308は、送信パッド1302の端部の近くで2つのアンテナコイルセグメ
ント1306および1308をクラスタ化し、第3のアンテナコイルセグメント1304をそれらから
送信パッド1302の中央に広く離間させることによって、平坦な場を生成する。これは、最
外の共振器において電流がより大きい均等に離間した共振器とは対照的に、すべてのセグ
メントが同じ電流を搬送するにもかかわらず、共振器の端部における電流の濃度を増加さ
せる効果を有する。
【００８７】
　送信アンテナ1303は、最内のコイルセグメント1304に関連する回路1310をも備える。例
示的な実施形態では、回路1310は、スイッチ1316を備える。例示的な実施形態では、スイ
ッチ1316は、送信回路406からの信号によって制御することができる。回路1310は、選択
的に最内のコイルセグメント1304を短絡状態で動作させるように制御することができ、そ
れによって、両方の小さいデバイスを充電でき、小さい共振器と金属板とを有する大きい
デバイスを充電できるように、送信パッド1302によって生成されたH場を選択的に変更す
るのに使用できる減衰器回路として動作する。最内のアンテナコイルセグメント1304に関
連するものとして示されているが、回路1310、および本明細書に記載のフィールド変更回
路の様々な実施形態は、アンテナコイルセグメント1304、1306、および1308に対して他の
どこかに配置することができる。一般的に、回路1310は、送信パッド1302によって生成さ
れたH場を変更することが望ましい、送信パッド1302のエリアに配置されたアンテナコイ
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ルまたはアンテナコイルセグメントに関連付けられる。
【００８８】
　図13Bは、回路1310がオフにされている、または開いているときの送信パッド1302のH場
を示す図である。垂直軸1322は、送信パッド1302に関連する送信アンテナ1303によって生
成されたH場の相対的な大きさを示し、水平軸1324は、送信パッド1302にわたる距離xを示
す。トレース1325は、送信パッド1302によって生成されたH場の相対的な大きさを示し、
ピーク1327を含む。トレース1325の形状は、送信パッド1302の表面を覆う「充電エリア」
1326を生じさせる。スイッチ1316が開いているとき、最内のコイルセグメント1304は、正
常に動作し(短絡状態ではない)、したがって、この状態で、H場は図13Bに示したままであ
る。この状態で、小さい共振器コイルと大きい金属板またはカバーとを有するデバイスは
、送信パッド1302の表面のどこにでも配置することができ、適切な電荷を受け取ることが
できる。
【００８９】
　図13Cは、例示的な送信パッド1332を示す図である。例示的な実施形態では、送信パッ
ド1332は、アンテナコイルセグメント1334、1336、および1338の3つの巻線を含む送信ア
ンテナ1333を備える。例示的な実施形態では、送信アンテナ1333、ならびにアンテナコイ
ルセグメント1334、1336、および1338は、電力をワイヤレス送信するように構成された送
信アンテナ614(図6)の実施形態を備え得る。例示的な実施形態では、送信アンテナ1333は
、図4の送信回路406から電力伝達信号を受信し得る。
【００９０】
　図13Cに示した実施形態では、回路1310のスイッチ1316が閉じられ、それによって、最
内のコイルセグメント1334が短絡状態で動作するようになり、それによって、小さく、あ
まり頑強でないデバイスを送信パッド1332の表面のどこにでも配置することができ、デバ
イスに過負荷をかけることなく電荷を受け取ることができるように、送信パッド1332によ
って生成されたH場を選択的に変更するために使用できる減衰器回路として動作する。
【００９１】
　図13Dは、回路1310がオンにされている、または閉じているときの送信パッド1332のH場
を示す図である。垂直軸1342は、送信パッド1332に関連する送信アンテナ1333によって生
成されたH場の相対強度を示し、水平軸1344は、送信パッド1332にわたる距離xを示す。ト
レース1345は、送信パッド1332によって生成されたH場の相対的な大きさを示し、最内の
コイルセグメント1334の短絡の結果としてピーク1327(図13B)が減衰された、減衰された
プロファイルを有する領域1347を含む。トレース1345の形状は、送信パッド1332の表面を
覆う「充電エリア」1346を生じさせる。スイッチ1316が閉じられると、最内のコイルセグ
メント1334は短絡状態で動作し、したがって、この短絡状態で、最内のコイルセグメント
1334の近傍のH場が減衰され、これは、トレース1345の領域1347によって証明される。こ
れによって、小さく、あまり頑強でないデバイスを送信パッド1332の表面のどこにでも配
置することができ、デバイスに過負荷をかけることなく電荷を受け取ることができる。
【００９２】
　例示的な実施形態では、コントローラ415(図4)は、本明細書に記載のフィールド変更回
路のいずれかに動作可能に結合され、1つまたは複数の受信機デバイスの特性を検出し、
磁場分布を変更するために磁場を変更し、検出された特性に応じて磁場分布を変更するよ
うにフィールド変更回路を制御するように、フィールド変更回路を動作可能にアクティブ
化または非アクティブ化するように構成することができる。
【００９３】
　例示的な実施形態では、コントローラ415(図4)は、本明細書に記載のフィールド変更回
路のいずれかに動作可能に結合され、送信機によって生成された磁場を介して充電電力を
ワイヤレス結合する量または効率を示す1つまたは複数の受信機デバイスの特性を検出し
、特性を検出したことに応答して、充電領域内の磁場分布を変更するために磁場を変更す
るように構成することができる。
【００９４】
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　別の例示的な実施形態では、コントローラ415(図4)は、本明細書に記載のフィールド変
更回路のいずれかに動作可能に結合され、第1の磁場分布に対応する磁場および第2の異な
る磁場分布に対応する第2のモードを変更するように、第1のモードで動作するようにフィ
ールド変更回路を制御するように構成することができ、コントローラは、1つまたは複数
の受信機デバイスの検出された特性に基づいて、第1のモードと第2のモードとの間でフィ
ールド変更回路を制御するようにさらに構成される。
【００９５】
　例示的な実施形態では、受信機デバイスの特性を検出することは、たとえば、受信機デ
バイスによって引き起こされる送信アンテナでのリアクタンスシフトを検出することを含
み得る。たとえば、コントローラ415は、送信アンテナ414におけるリアクタンスなどのリ
アクタンスパラメータを監視することができる。送信アンテナ414におけるリアクタンス
シフトは、受信機など、充電表面上の金属または金属物体の存在を示すことができる。送
信アンテナ414における変化を検出することは、抵抗および/またはリアクタンスの変化を
検出するために使用することができる、インピーダンスの変化を検出することを含み得る
。抵抗とリアクタンスの両方を直接測定することができる。抵抗は、電圧を測定すること
によって間接的に測定することもできる。たとえば、純粋な電流源が送信アンテナ414を
駆動している場合、送信アンテナ414における電圧変化が観測される。
【００９６】
　例示的な実施形態では、検出される特性は、所与の時点で充電領域に存在する受信機デ
バイスの数、または1つもしくは複数の受信機デバイスによって受信された電力の量、ま
たは送信機と1つもしくは複数の受信機デバイスとの間の結合の量、または1つもしくは複
数の受信機デバイスの電力要件、または1つもしくは複数の受信機デバイス内の金属の量
、または1つもしくは複数の受信機デバイスのサイズ、またはそれらの任意の組合せのう
ちの少なくとも1つを検出することを含み得る。
【００９７】
　例示的な実施形態では、磁場分布を変更するために磁場を変更することは、第1の磁場
分布に対応する磁場を変更すること、または第2の磁場分布に対応する磁場を変更するこ
とを含み得、第2の磁場分布は、第1の磁場分布とは異なっていてもよい。例示的な実施形
態では、第1の磁場分布は、充電エリアにわたる実質的に均一な場の分布に対応し、第2の
磁場分布は、充電エリアの中央部分は、中央部分の外側の外側部分よりも大きい磁場を有
する磁場分布に対応し得る。
【００９８】
　別の例示的な実施形態では、本明細書に記載の送信パッドの実施形態は、1つまたは複
数の受信機デバイスを直接的または間接的に配置するように構成された表面を有するハウ
ジングであって、表面が、1つまたは複数の受信機デバイスをワイヤレス充電するための
充電領域を画定する、ハウジングを有し得る、またはその一部であり得る。
【００９９】
　図14は、ワイヤレス充電場を変更するための方法の例示的な実施形態を示すフローチャ
ートである。方法1400におけるブロックは、図示の順序で、または図示の順序から外れて
、実行され得る。方法1400の説明は、本明細書に記載のすべての実施形態に関連する。
【０１００】
　ブロック1402において、電力送信アンテナのH場が調整される。
【０１０１】
　ブロック1404において、電力送信アンテナのH場は、回路を選択的に共振状態に切り替
えることによって集中する、または増幅される。
【０１０２】
　ブロック1406において、電力送信アンテナのH場は、回路を選択的に短絡状態に切り替
えることによって低減または減衰される。いくつかの実施形態では、必ずしもその両方で
はないが、ブロック1404における動作またはブロック1406における動作のいずれかを実行
することが望ましい場合がある。
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【０１０３】
　図15は、ワイヤレス充電場を変更するための装置1500の機能ブロック図である。装置15
00は、電力送信アンテナのH場を調整するための手段1502を備える。いくつかの実施形態
では、電力送信アンテナのH場を調整するための手段1502は、方法1500(図15)の動作ブロ
ック1502において説明された機能のうちの1つまたは複数を実行するように構成すること
ができる。例示的な実施形態では、電力送信アンテナのH場を調整するための手段1502は
、図9A、図9B、図9C、図9D、図10A、図10B、図10C、図10D、図11A、図11B、図11C、図11D
、図11E、図12A、図12B、図12C、図12D、図13A、図13B、図13C、および図13Dのうちの1つ
または複数に示される構造を備え得る。装置1500は、電力送信アンテナのH場を集中させ
る、または増幅するための手段1504をさらに含む。いくつかの実施形態では、電力送信ア
ンテナのH場を集中させる、または増幅するための手段1504は、方法1400(図14)の動作ブ
ロック1404において説明された機能のうちの1つまたは複数を実行するように構成するこ
とができる。例示的な実施形態では、電力送信アンテナのH場を集中させる、または増幅
するための手段1504は、図9A、図9B、図9C、図9D、図10A、図10B、図10C、図10D、図11A
、図11B、図11C、図11D、図11E、図12A、図12B、図12C、図12D、図13A、図13B、図13C、
および図13Dのうちの1つまたは複数に示される構造を備え得る。装置1500は、電力送信ア
ンテナのH場を低減または減衰させるための手段1506をさらに備える。いくつかの実施形
態では、電力送信アンテナのH場を低減または減衰させるための手段1506は、方法1400(図
14)の動作ブロック1406において説明された機能のうちの1つまたは複数を実行するように
構成することができる。例示的な実施形態では、電力送信アンテナのH場を低減または減
衰させるための手段1506は、図9A、図9B、図9C、図9D、図10A、図10B、図10C、図10D、図
11A、図11B、図11C、図11D、図11E、図12A、図12B、図12C、図12D、図13A、図13B、図13C
、および図13Dのうちの1つまたは複数に示される構造を備え得る。いくつかの実施形態で
は、必ずしもその両方ではないが、ブロック1504における装置のみまたはブロック1506に
おける装置のみを有することが望ましい場合がある。
【０１０４】
　上記で説明された方法の様々な動作は、様々なハードウェアおよび/またはソフトウェ
ア構成要素、回路、および/またはモジュールなど、動作を実施することが可能な任意の
好適な手段によって実施され得る。概して、図に示された任意の動作は、その動作を実施
することが可能な対応する機能的手段によって実施され得る。
【０１０５】
　上記の開示に鑑みて、プログラミングの当業者は、たとえば本明細書内のフローチャー
トおよび関連する説明に基づいて、コンピュータコードを書くか、または適切なハードウ
ェアおよび/もしくは回路を特定して、開示された発明を容易に実装することができる。
したがって、特定の1組のプログラムコード命令または詳細なハードウェアデバイスの開
示が、本発明をどのように製作し使用すべきかについて適切に理解するために必要である
とは見なされない。特許請求されるコンピュータ実施プロセスの本発明の機能は、上述の
説明において、また種々のプロセスフローを例示する場合がある図面と併せて、より詳細
に説明される。
【０１０６】
　1つまたは複数の例示的な態様では、述べた機能は、ハードウェア、ソフトウェア、フ
ァームウェア、またはこれらの任意の組合せにおいて実装される場合がある。ソフトウェ
アにおいて実装される場合、機能は、コンピュータ可読媒体上の1つまたは複数の命令ま
たはコードとして記憶または送信されてもよい。コンピュータ可読媒体は、コンピュータ
記憶媒体と、ある場所から別の場所へのコンピュータプログラムの転送を容易にする任意
の媒体を含む通信媒体の両方を含む。記憶媒体は、コンピュータによってアクセスされ得
る任意の利用可能な媒体であってもよい。限定ではなく例として、そのようなコンピュー
タ可読媒体は、RAM、ROM、EEPROM、CD-ROMもしくは他の光ディスク記憶装置、磁気ディス
ク記憶装置もしくは他の磁気記憶デバイス、または命令またはデータ構造の形で所望のプ
ログラムコードを搬送または記憶するために使用することができ、コンピュータによって



(27) JP 2018-519776 A 2018.7.19

10

20

30

40

50

アクセスすることができる任意の他の媒体を含むことができる。
【０１０７】
　また、あらゆる接続が、コンピュータ可読媒体と適切に呼ばれる。たとえば、ソフトウ
ェアが、同軸ケーブル、光ファイバケーブル、ツイストペア、デジタル加入者回線(「DSL
」)、または赤外線、無線、およびマイクロ波などのワイヤレス技術を使用してウェブサ
イト、サーバ、または他のリモートソースから送信される場合、同軸ケーブル、光ファイ
バケーブル、ツイストペア、DSL、または赤外線、無線、およびマイクロ波などのワイヤ
レス技術は、媒体の定義に含まれる。
【０１０８】
　本明細書で使用される場合、ディスク(disk)およびディスク(disc)は、コンパクトディ
スク(disc)(CD)、レーザディスク(disc)、光ディスク(disc)、デジタル多用途ディスク(d
isc)(DVD)、フロッピーディスク(disk)、およびブルーレイディスク(disc)を含み、ディ
スク(disk)は、通常、データを磁気的に再生するが、ディスク(disc)は、レーザを用いて
光学的にデータを再生する。上記の組合せはまた、コンピュータ可読媒体の範囲内に含ま
れるものとする。
【０１０９】
　選択された態様が詳細に図示され、説明されたが、以下の特許請求の範囲で定義される
本発明の精神および範囲から逸脱することなく、その中で様々な置換および変更が行われ
得ることを理解されよう。
【符号の説明】
【０１１０】
　　100　ワイヤレス電力伝達システム
　　102　入力電力
　　104　送信機
　　105　場
　　108　受信機
　　110　出力電力
　　112　距離
　　114　送信アンテナ
　　118　受信アンテナ
　　200　ワイヤレス電力伝達システム
　　204　送信機
　　206　送信回路
　　208　受信機
　　210　受信回路
　　214　送信アンテナ
　　218　受信アンテナ
　　219　通信チャネル
　　222　発振器
　　223　周波数制御信号
　　224　ドライバ回路
　　226　フィルタ/整合回路
　　232　整合回路
　　234　整流器/スイッチング回路
　　236　バッテリー
　　350　受信回路
　　352　受信アンテナ
　　354　キャパシタ
　　356　キャパシタ
　　358　信号
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　　404　送信機
　　406　送信回路
　　408　ローパスフィルタ(LPF)
　　409　固定インピーダンス整合回路
　　414　送信アンテナ
　　415　コントローラ
　　416　負荷感知回路
　　423　発振器
　　424　ドライバ回路
　　460　密閉型検出器
　　470　メモリ
　　480　存在検出器
　　506　電力変換回路
　　508　受信機
　　510　受信回路
　　512　RX整合およびスイッチング回路
　　514　シグナリング検出器/ビーコン回路
　　516　プロセッサ
　　518　受信アンテナ
　　520　AC-DC変換器
　　522　DC-DC変換器
　　550　デバイス
　　600　送信回路
　　602　入力信号
　　620　キャパシタンス
　　622　可変抵抗器
　　624　ドライバ回路
　　626　フィルタ回路
　　632　インダクタ
　　634　キャパシタ
　　636　キャパシタ
　　650　送信回路
　　706　充電エリア
　　707　送信パッド
　　709　送信パッド
　　736　充電エリア
　　737　送信パッド
　　738　領域
　　739　送信パッド
　　802　ワイヤレス充電面
　　804　金属構造
　　902　送信パッド
　　903　送信アンテナ
　　904　アンテナコイル
　　906　アンテナコイル
　　908　アンテナコイル
　　910　回路
　　912　コイル
　　914　キャパシタ
　　916　スイッチ
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　　926　充電エリア
　　936　充電エリア
　　1002　送信パッド
　　1003　送信アンテナ
　　1004　アンテナコイル
　　1006　アンテナコイル
　　1008　アンテナコイル
　　1010　回路
　　1012　コイル
　　1016　スイッチ
　　1036　充電エリア
　　1037　領域
　　1102　送信パッド
　　1103　送信アンテナ
　　1104　アンテナコイル
　　1106　アンテナコイル
　　1108　アンテナコイル
　　1110　結合フィールド変更回路
　　1112　コイル
　　1114　キャパシタ
　　1116　スイッチ
　　1118　スイッチ
　　1136　充電エリア
　　1146　充電エリア
　　1147　領域
　　1200　ワイヤレス電力伝達システム
　　1202　送信パッド
　　1203　送信アンテナ
　　1204　アンテナコイルセグメント
　　1206　アンテナコイルセグメント
　　1208　アンテナコイルセグメント
　　1210　回路
　　1214　キャパシタ
　　1216　スイッチ
　　1226　充電エリア
　　1230　ワイヤレス電力伝達システム
　　1232　送信パッド
　　1233　送信アンテナ
　　1234　アンテナコイルセグメント
　　1236　アンテナコイルセグメント
　　1238　アンテナコイルセグメント
　　1246　充電エリア
　　1300　ワイヤレス電力伝達システム
　　1302　送信パッド
　　1303　送信アンテナ
　　1304　アンテナコイルセグメント
　　1306　アンテナコイルセグメント
　　1308　アンテナコイルセグメント
　　1310　回路
　　1316　スイッチ
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　　1326　充電エリア
　　1333　送信アンテナ
　　1334　アンテナコイルセグメント
　　1336　アンテナコイルセグメント
　　1338　アンテナコイルセグメント
　　1346　充電エリア
　　1347　領域
　　1500　装置
　　1502　手段
　　1504　手段
　　1506　手段
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